
足立区の給与・定員管理等について 
平成２４年３月 

１ 総括 

 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２３年４月１日現在） 
歳出額(Ａ) 実質収支 人件費(Ｂ) 

人件費率

（Ｂ／Ａ） 

(参考)２１年

度の人件費率 

２２年度 
人 

６４５，３６５ 

千円 

237,187,730 

千円 

7,364,796 

千円 

38,118,932 

％ 

１６．１ 

％ 

１６．０ 

※人件費は、一般職員に支給する給与である職員給と、区長などの特別職や議員に支給する給

料・報酬・手当のほか、共済費（社会保険料の事業主負担分）などの合計 

※普通会計は、地方公共団体相互間の比較をするため、全国同一基準で集計した統計上の会計 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 

区 分 
職員数 

(Ａ) 
給 料 職員手当 期末・ 

勤勉手当 

計 (Ｂ) 

１人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 

(参考)特別区

平均１人当た

り給与費 

２２年度 
人 

3,689 

千円 

13,994,615 

千円 

4,942,836 

千円 

5,689,949 

千円 

24,627,400 

千円 

6,675 

千円 

6,985 

※職員手当には退職手当を含みません 

※職員数は、２２年４月１日現在の人数（再任用職員を含み、特別職を除く） 

 

（３）特記事項 

特になし 

 

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 
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※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準

を示す指数です。 

※平成１８年度から国の給与構造改革に伴い、給料表の引き下げとともに、客観的な支給基準

に基づく地域手当が導入されたことから、地域手当を加味した地域における国家公務員と地

方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した「地域手当補正後

ラスパイレス指数」を算出しています。 

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数   １００．７ 

（平成２３年４月１日現在）



（５）給与改定の状況 

①月例給 

特別区人事委員会の勧告 給 与  国 の 
区 分 

民間給与Ａ 公務員給与Ｂ 較差Ａ－Ｂ 勧告（改定率） 改定率  改定率 

２３年度 415,930円 416,722円 
-842円 

(-0.20%) 

-842円 

(-0.20%) 
-0.20％  -0.23％ 

※「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパ

イレス比較した平均給与月額 

②特別給 

特別区人事委員会の勧告 年  間  国の年間 

区 分 民間の支給 

割合 Ａ 

公務員の支給 

月数 Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 
支給月数  支給月数 

２３年度 3.94月 3.95月 -0.01月 
3.95月 

(0月) 
3.95月  3.95月 

※「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の

支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数 

 

２ 一般行政職給料表の状況（２３年４月１日現在） 

（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 

１号給の 

給料月額 
138,400 166,100 195,800 220,400 229,500 257,000 285,100 338,600 

最高号給の

給料月額 
306,500 340,700 371,800 413,000 435,300 448,900 462,400 520,600 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２３年４月１日現在） 

①一般行政職 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

足立区 ４１．８歳 ３２４，２００円 ４８４，９８３円 ４０２，６０２円 

東京都 ４２．５歳 ３３１，１７２円 ４６７，３７２円 ４１３，４３７円 

国 ４２．３歳 ３２７，２０５円 － ３９７，７２３円 

特別区 ４３．３歳 ３３３，５１９円 ４６５，３２６円 ４１３，４３９円 



②技能労務職 

公務員 民 間 参考 

区 分 
平均年

齢 

歳 

職 員

数 

人 

平均給料

月額  円 

平均給与

月額  円 

(Ａ) 

平均給与

月額（国ベ

ース） 

対応する民間

の類似職種 

平均年

齢 

歳 

平均給与

月額  円 

(Ｂ) 

Ａ/Ｂ 

足立区 48.8 260 329,804 481,964 415,723 － － － － 

うち 

清掃職員
46.4 189 317,000 479,067 403,346 廃棄物処理業 44.6 290,600 1.65 

うち守 衛 58.2 8 383,100 564,163 474,275 守 衛 54.2 295,600 1.91 

うち用務員 55.9 30 365,300 482,446 446,813 用務員 53.8 209,700 2.30 

うち 

自動車運転
57.1 2 385,550 608,100 480,000 

自家用乗用自

動車運転者 56.4 315,900 1.92 

 

その他 53.9 31 356,200 469,452 441,762 － － － － 

東京都 47.1 1,739 304,130 415,615 379,331 － － － － 

国 55.9 3,689 283,862 － 321,662 － － － － 

特別区 48.3 417 307,525 414,920 381,775 － － － － 

 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 区 分 

公務員 (Ｃ) 民間 (Ｄ) Ｃ／Ｄ 

足立区 － － － 

うち 清掃職員 7,000,922 4,035,300 1.73 

うち 守 衛 8,319,252 4,241,300 1.96 

うち 用務員 7,232,378 2,943,200 2.46 

 

うち 自動車運転 8,820,123 4,403,100 2.00 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用 （平成２０～

２２年の３ヶ年平均） 

※「その他」とは、調理、環境技能、作業Ⅱ及び介護指導等 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において

完全に一致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍

したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給

された年間賞与の額を加えた試算値 

 

③教育職（幼稚園教育職員） 

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

足立区 ４７．０歳 ３８２，３００円 ５５５，４０５円 

東京都 ４１．９歳 ３５３，４５９円 ４５３，２８７円 

特別区 ３８．３歳 ３２７，９２６円 ４２５，５５１円 

 

※「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均 

※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい

て明らかにされているもの。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したもの。



（２）職員の初任給の状況（２３年４月１日現在） 

区   分 足 立 区 東 京 都 国 

大学卒 １８１，２００円 １８１，２００円 
Ⅰ種 １８１，２００円 

Ⅱ種 １７２，２００円 一般行政職 

高校卒 １４３，０００円 １４２，７００円 １４０，１００円 

技能労務職 高校卒 １３４，９００円 １３７，２００円 － 

 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２３年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２８０，２５２円 ３１６，１７１円 ３６２，４７２円 
一般行政職 

高校卒 ２２９，３６６円 ２６８，２９１円 ３１７，９６７円 

技能労務職 高校卒 － ２５１，５００円 ２９３，２１９円 

※経験年数は、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（２３年４月１日現在） 

構  成  比 
区分 標準的な職務内容 職員数 

 １年前 ５年前 

８級 部  長 31人 1.4％ 1.4％ 1.9% 

７級 統括課長 24人 1.1％ 1.1％ 0.8% 

６級 課  長 75人 3.4％ 3.2％ 3.4% 

５級 総括係長 206人 9.3％ 10.0％ 10.7% 

４級 係長・担当係長・主査 625人 28.2％ 30.6％ 37.2% 

３級 主任主事 598人 27.0％ 26.1％ 24.0% 

２級 
相当高度の知識または経験を必

要とする業務を行う主事 
514人 23.2％ 21.7％ 19.4% 

１級 上記各職務の級に属さない主事 141人 6.4％ 5.9％ 2.6% 

※職員数は、区の給与条例に基づく給料表の級区分による 

※標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職務 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 前年１年間の勤務成績に基づく勤務評定結果を判断基準として、昇給区分Ｃを標準として５段

階の昇給区分（下記参照）を設定し、昇給区分に応じた昇給を毎年４月１日に実施しています。 

昇給区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

昇給号数 ６号 ５号 ４号 ３号 昇給なし 

 

ＡＢ昇給付与実績（平成２３年４月１日昇給分） 

 ■管理職   

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 ９ 

 Ｂ 特に良好 ５号 １３ 

 Ｄ やや良好でない ３号 １ 

 Ｅ 良好でない ０号 ０ 

 ■一般職（管理職を除く職員）  

 昇給区分 昇給号数 付与人数（人） 

 Ａ 極めて良好 ６号 ２９５ 

 Ｂ 特に良好 ５号 ６０１ 

 Ｄ やや良好でない ３号 ５ 

 Ｅ 良好でない ０号 ０ 



５ 職員の手当の状況 

 

（１）期末手当・勤勉手当（２３年４月１日現在） 

足立区 東京都 国 

１人当たり平均支給額 

(２２年度) １，５４２千円 

１人当たり平均支給額 

(２２年度) １，６５５千円 
― 

＜２２年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60月分  1.35月分 

 (1.45月分) (0.65月分) 

＜２２年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.95月分  1.00月分 

 (1.55月分) (0.55月分) 

＜２２年度支給割合＞ 

期末手当  勤勉手当 

 2.60月分  1.35月分 

 (1.45月分) (0.65月分) 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 1～20％ 

管理職加算   15～20％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

職務段階別加算 3～20％ 

管理職加算   15～25％ 

＜加算措置の状況＞ 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 

役職加算  5～20％ 

管理職加算 10～25％ 

※（  ）内は、再任用職員に係る支給割合 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

管理職、係長級及び主任主事の職員について、前年１年間の勤務実績に基づく勤務評

定結果を判断基準として、中位を標準として５段階（下記参照）の成績段階を設定し、

成績段階に応じた割合の勤勉手当を支給しています。 

管理職は平成１４年度、係長級は平成２０年度、主任主事は平成２２年度から実施し

ています。 

◎成績段階ごとの支給割合 

 最上位 上位 中位 下位 最下位 

管理職 支給の都度区長が定める 9900/10000 9650/10000 9400/10000 

係長級 支給の都度区長が定める 9950/10000 9825/10000 9700/10000 

主任主事 支給の都度区長が定める 9960/10000 9835/10000 9710/10000 

※全該当職員が一律拠出した額及び下位・最下位から拠出した額を原資として、一定の割

合により上位、最上位に再配分した額をもって支給割合を決定します。 

付与実績（平成２２年６月支給分） 

■管理職   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 １ 

上 位 ９ 

下 位 ３ 

最下位 ０ 

■一般職（係長級）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ２６ 

上 位 ６０ 

下 位 ０ 

最下位 ０ 

■一般職（主任主事）   

成績率の段階 付与人数（人） 

最上位 ４６ 

上 位 １０９ 

下 位 １ 

最下位 １ 



（２）退職手当（２３年４月１日現在） 

足立区 国 

＜支給率＞  自己都合  勧奨・定年 

勤続20年  24.25月分 33.50月分 

勤続25年  32.50月分 43.50月分 

勤続35年  49.75月分 59.20月分 

最高限度額 50.00月分 59.20月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

在職中の職級等に応じた調整額 

退職時特別昇給（公務上の死亡８号給等） 

＜１人当たり平均支給額＞ 

自己都合   7,392千円 

定年・勧奨 25,302千円 

＜支給率＞  自己都合  勧奨・定年 

勤続20年  23.50月分 30.55月分 

勤続25年  33.50月分 41.34月分 

勤続35年  47.50月分 59.28月分 

最高限度額 59.28月分 59.28月分 

＜その他の加算措置＞ 

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

 

 

＜１人当たり平均支給額＞ 

未公表 

※１人当たり平均支給額は、２２年度に退職した職員に支給された平均額 

 

（３）地域手当（２３年４月１日現在） 

支給実績（２２年度決算） ２，４８９，５３９千円 

支給職員1人当たり平均支給年額(２２年度決算) ６８０,２０２円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

足立区 １８％ 3,660人 １８％ 

 

（４）特殊勤務手当（２３年４月１日現在） 

支給実績(２２年度決算) ４６，５９５千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(２２年度決算) ７４，２２２円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(２２年度) １８．４％ 

手当の種類（２２年度手当数） ６種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価 

特殊現場業務手当 建築・土木 足場10m以上 日額390～400円 

精神保健福祉相談業務手当 保健師 精神保健訪問相談 日額240円 

防疫等業務手当 検査技術・保健師 Ⅰ類感染症・結核 日額230～390円 

福祉事務所業務手当 事務・福祉・介護指導 訪問指導・面接 日額310～480円 

心身障がい者施設等業務手当 福祉・心理・理学療法 指導介護･生活実習 日額310円 

清掃業務手当 作業・自動車運転 廃棄物処理 日額700円 

 

（５）時間外勤務手当 

支給実績（２２年度決算） ９７４，２７４千円 

職員１人当たり平均支給年額（２２年度決算） ２８０千円 

支給実績（２１年度決算） ８９０，９６１千円 

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） ２４１千円 



（６）その他の手当（２３年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と異

なる内容 

支給実績 

（２２年度決

算） 

支給職員１人当た

り平均支給年額

（２２年度決算） 

扶養手当 

・配偶者        13,700円 

・配偶者を欠く第一子 13,700円 

・配偶者を除く扶養親族のうち 

２人まで        5,500円 

・その他の扶養親族    5,500円 

・16歳～22歳の子がいる場合の 

加算           4,000円 

異なる 支給金額（配

偶者 13,000

円、その他の

親 族 6,500

円等） 

268,182 

千円 

213,012円 

住居手当 

・扶養親族を有する世帯主 

8,800円 

・扶養親族を有しない世帯主 

8,300円 

異なる 内容・金額

(賃貸住宅

27,000円限

度 等） 

215,875 

千円 

97,167円 

通勤手当 

・交通機関利用者(電車、バスなど)

…運賃相当額(原則６カ月定期券

額)※１カ月当たりの支給限度額    

55,000円 

・交通用具使用者(自転車など)…

使用距離に応じて支給 

同じ － 393,063 

千円 

121,092円 

管理職 

手当 

職に応じて64,700～142,400円 

 

異なる 支給額等 172,064 

千円 

1,186,650円 

初任給 

調整手当 

医師の勤続期間区分に応じて

52,000～175,100円 

異なる 支給対象者

等 
9,920 

千円 

1,653,400円 

単身赴任

手当 

月額20,000円（交通距離の区分に

より加算額3,000～7,000円） 

異なる 距離による

加算額等 
0 

円 

0円 

休日給・

夜勤手当 

休日･夜間(午後 10時～翌日午前

５時)の勤務に対し支給 

同じ － 104,279 

千円 

192,397円 

宿日直 

手当 

宿直･日直の勤務時間数に応じ、 

１回4,500～11,000円 

異なる 支給単価等 4,421 

千円 

32,271円 

子ども 

手当 

中学校修了までの子どもを監護

し、生計を同じくしている者 

13,000円 

同じ － 147,941 

千円 

209,845円 

 

６ 特別職の報酬等の状況（２３年４月１日現在） 

 

区  分 給料月額等 （参考）特別区における最高／最低額 

区 長 １，１０５，０００円 1,245,400円／984,600円 給 

料 副区長   ８８６，０００円  999,700円／836,900円 

議 長   ９４９，０００円  956,000円／882,000円 

副議長   ８１３，０００円  815,000円／755,000円 

報 

 

酬 議 員   ６１９，０００円  623,000円／588,200円 

区 長 

副区長 

（２３年度支給割合） 

いずれも、３．１９月分 

議 長 

副議長 

期 

末 

手 

当 

議 員 

（２３年度支給割合） 

いずれも、３．３５月分 

区 長 
（算定方式） 

1,105千円×在職年数×500/100 

（１期の手当額） 

２２，１００千円 

退 

職 

手 

当 副区長 886千円×在職年数×350/100 １２，４０４千円 

※１期の退職手当額は、給料月額および支給率に基づき、１期（４年）勤めた場合に

おける退職手当の見込額



７ 職員数の状況 

 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在） 

職  員  数 
    区 分 

部 門 
平成２２

年 

平成２３

年 

対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

議  会    16    15  -1 区議会事務局長が次長職を事務代行したことによる減 

総  務   590   593   3 震災対策に伴う増 

税  務   111   111   0  

労  働    12    13   1 就労支援部門強化に伴う増 

農林水産     5     5   0  

商  工    45    45   0  

土  木   484   474  -10 技能系職員退職不補充による減 

民  生 1,479 1,466  -13 保育園民営化による減 

衛  生   500   495   -5 清掃作業員退職不補充等による減 

一
般
行
政
部
門 

計 3,242 3,217  -25 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 49.85人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数 60.85人) 

教育部門   258   250  -8 学校用務職員退職不補充等による減 

普
通
会
計
部
門 

小 計 3,500 3,467  -33 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 53.72人 
(特別区の人口１万人当たりの職員数 70.20人) 

公営企業等会計部門 

その他   133   134   1 介護保険事業執行体制再編による増 
 

小 計   133   134   1  

合 計 

［条例定数］ 

3,633 

[3,507] 

3,601 

[3,483] 

 -32 

[-24] 

＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数 55.80人 

※職員数は一般職に属する人数



（２）年齢別職員構成の状況（２３年４月１日現在） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）職員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年における定員管理調査において報告した部門別職員数 
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20
歳
未
満

20
～
23

24
～
27

28
～
31

32
～
35

36
～
39

40
～
43

44
～
47

48
～
51

52
～
55

56
～
59

60
歳
以
上

構成比

５年前の構成比

区分

20歳

未満

20歳

～
23歳

24歳

～
27歳

28歳

～
31歳

32歳

～
35歳

36歳

～
39歳

40歳

～
43歳

44歳

～
47歳

48歳

～
51歳

52歳

～
55歳

56歳

～
59歳

60歳

以上
計

職員数 9人 139人 253人 275人 286人 387人 447人 399人 504人 466人 434人 2人 3,601人

〜 〜 〜 〜〜 〜 〜〜 〜〜

(単位：人・％）

　　　　　　　年度

部門別
１８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

過去5年間の
増減数（率）

一般行政 3,433 3,353 3,271 3,237 3,242 3,217▲216（▲6.3％）

教育 366 325 291 269 258 250▲116（▲31.7％）

普通会計計 3,799 3,678 3,562 3,506 3,500 3,467▲332（▲8.7％）

公営企業会計計 121 119 123 129 133 134 13（10.7％）

総合計 3,920 3,797 3,685 3,635 3,633 3,601▲319（▲8.1％）


